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原子力損害賠償制度については、筆者が平成21年に本誌で紹介したところであるが1、本

稿では、平成23年３月11日に発生した東日本大震災とそれに起因する津波による東京電力

福島第一原子力発電所等の事故に係る損害賠償について述べてみたい。なお、本稿は、平

成23年５月17日時点で執筆したものである。 

 

１．原子力損害賠償制度の仕組み 

我が国では、被害者の保護及び原子力事業の健全な発達を図ることを目的として、「原

子力損害の賠償に関する法律」（以下「原賠法」という。）及び「原子力損害賠償補償契

約に関する法律」が定められており、次の特色がある。 

（１）無過失責任 

被害者が賠償請求を容易に行えるようにするため、電力会社などの事業者（以下「原子

力事業者」という。）は、事故の発生原因が自身の故意や過失によらない場合でも原則責

任を負わなければならない（原賠法第３条第１項本文）。 

（２）賠償責任の集中 

 損害賠償責任を原子炉メーカーなどに広げず、発生原因にかかわりなく、原子力事業者

に集中させている（原賠法第４条第１項）。 

（３）無限責任 

 被害者保護のため、事業者が負う責任の範囲は原則無限責任とされている。 

（４）賠償措置 

原子力事業者は賠償措置を講じていなければ、原子炉の運転等の事業を行ってはいけな

いこととなっている（原賠法第６条）。このため、原子力事業者は、原子力発電所などの

施設2ごとに、原子力事業者と損害保険会社が結ぶ原子力損害賠償責任保険契約（以下「責

任保険」という。）及び原子力事業者と国が結ぶ原子力損害賠償補償契約（以下「補償契

約」という。）をそれぞれ締結している（原賠法第７条）。我が国の原子力損害賠償の仕

組みは図表１のとおりであり、責任保険は一般的な事故を対象とする一方、補償契約は責

任保険では補償されない部分（地震、噴火、津波等）を対象としている。例えば、原子力

発電所で放射能漏れ事故が起きた場合には、損害保険会社又は政府（事故の原因によって

異なる。）から原子力事業者に1,200億円が支払われることになる。原子力事業者は、この

1,200億円を被害者への損害賠償に充て、なお足りない分についても被害者に補償しなくて

はならない。 

（５）賠償措置額を超えた場合の対応等 

大規模な事故の場合には、賠償措置額の上限を超え、原子力事業者の支払能力をも超え

る可能性が否定できないことから、政府が必要と認めるときは、国会の議決の範囲内で必

 

立法と調査 2011.6 No.317 
79 

立法と調査 2011.6 No.317（参議院事務局企画調整室編集・発行） 

 



 

要な援助を行うことができるとされている（原賠法第16条）。 

なお、事故が「異常に巨大な天災地変等」や「社会的動乱」によって生じたときは、原

子力事業者は免責され、政府が必要な措置を講ずるようにするものとされている（原賠法

第３条第１項ただし書、第17条）。 
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図表１ 我が国の原子力損害賠償の枠組み 

（出所）文部科学省資料に一部加筆 

 

事故の原因 

原子力損害賠償

紛争審査会 
原子力損害の範囲等の判定指針

和解の仲介 

事業者免責 
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防止のため必要

な措置（原賠法第

17条） 

 

２．福島第一原子力発電所等の事故に係る損害賠償 

 東日本大震災は、地震の規模を示すマグニチュードが9.0の巨大な地震であったことから、

原賠法第３条第１項ただし書にいう「異常に巨大な天災地変」に該当し、東京電力の責任

が免責されるかが問題となった。この件について、高木文部科学大臣は国会審議の中で「原

子力損害の賠償に関する法律第三条の第一項ただし書の異常に巨大な天災地変については、

これは昭和三十六年の法案提出時の国会審議において、人類の予想していないような大き

なものであって全く想像を絶するような事態であるなどと説明をされております。これは、

そのような原子力事業者に責任を負わせることが余りにも過酷な場合以外には原子力事業

者を免責しないという趣旨であると理解をしております。以上を踏まえて、文部科学省と

しては、今回の福島原子力発電所の事故については、第三条第一項ただし書ではなくて、

原子力事業者が責任を負うべきであるとする第三条の第一項本文を適用することを前提に
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対応を進めております。」と答弁している3。また、菅内閣総理大臣も「被害の補償は第一

義的には東京電力の責任でありますけれども、最終的には適切な補償が行われるよう、政

府が責任を持たなければならないと考えております。」と発言している4。 

一方、平成23年５月10日、海江田原子力経済被害担当大臣宛て「原子力損害賠償に係る

国の支援のお願い」の中で、東京電力は「原賠法第16条に基づく国の援助の枠組みを策定

していただきたく、何とぞよろしくお願い申し上げます。」と述べ5、今回の事故に係る損

害賠償は、原賠法第３条第１項本文を適用し、同項ただし書は適用しない方向で検討が進

められている。 

政府は、平成23年５月13日、原子力発電所事故経済被害対応チーム関係閣僚会合におい

て、「東京電力福島原子力発電所事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠組

みについて」を決定した。この中で、政府は、①原賠法の枠組みの下で、国民負担の極小

化を図ることを基本として東京電力に対する支援を行うものとする、②今回の事態を踏ま

え、将来にわたって原子力損害賠償の支払等に対応できる枠組みを設けることとし、東京

電力以外の原子力事業者にも参加を求めること等の方針を決めている。東京電力に対する

具体的な支援について、東京電力や他の電力会社が資金を拠出して新たに機構を創設し東

京電力による被害者への賠償金の支払を支援するとともに、この機構に政府も交付国債を

交付して支援する仕組みが考えられている6。 

 

３．原子力損害賠償紛争審査会の第一次指針 

 事故後の具体的な損害賠償額については、東京電力と被害者との間で交渉が進められる

が、この交渉がスムーズに進むよう、損害賠償の対象や範囲を指針として示すこととされ

ている。原賠法では、原子力損害の範囲の判定等に関する指針を策定するため、原子力損

害賠償紛争審査会（以下「紛争審査会」という。）を文部科学省に設置することとされて

いる（原賠法第18条）7。今回の事故を受けて設置された紛争審査会（会長：能見善久学習

院大教授）は、平成23年４月28日、「東京電力(株)福島第一、第二原子力発電所事故によ

る原子力損害の範囲の判定等に関する第一次指針」（以下「第一次指針」という。）を取

りまとめた。 

原賠法第３条第１項本文では、原子力事業者（本件では東京電力）が負うべき責任の範

囲は、原子炉の運転等により与えた原子力損害であるとされており、第一次指針では、本

件事故と相当因果関係のある損害、すなわち社会通念上当該事故から当該損害が生じるの

が合理的かつ相当であると判断される範囲のものであれば原子力損害に含まれるとした8。 

第一次指針は、可能な限り早期の被害者救済を図る観点から、一定の範囲の損害につい

て、基本的な考え方を示したもので、今後、順次更なる指針が提示されることになってい

る。紛争審査会は、第一次指針の対象とされなかった避難等により生じた精神的損害や風

評被害等について、第二次指針に盛り込むべく検討を進めている。第一次指針に盛り込ま

れた賠償の対象及び範囲は図表２のとおりである。 

 

４．東京電力による仮払いの開始 
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政府の原子力発電所事故による経済被害対応本部は、平成23年４月15日、「原子力災害

被害者に対する緊急支援措置について」を決定し、東京電力は、原子力災害対策特別措置

法の規定に基づく指示に従い、避難屋内退避を余儀なくされている住民に対し、避難

屋内退避による損害への充当を前提に、当面の必要な資金を可及的速やかに給付すること

とされた9。なお、この資金については、将来、具体的な損害が確定した段階で発生する損

害賠償額の仮払いと位置付けられており、１世帯当たり100万円、単身世帯の場合には75

万円が支払われることになっている10。現在、申請用紙が配付され、支給手続が進められ

ている。また、農作物の出荷制限を受けた農業経営者等についても、仮払いに向けた検討

が行われている11。
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※ 

 これまで、政府や電力業界は、施設の耐震性や何重もの防護装置により、万が一にも「事

故は起こらない」と繰り返し強調していた。仮に、事故が起こった場合にどのような被害

が生じるかについても、国民に対し積極的な情報発信はなされなかったように思える。今

回の事故は、規模や被害の面で、原賠法による損害賠償の枠組みを超えていると言わざる

を得ない。今後、政府や東京電力は、電力を安定供給しながら、被害者の最後の一人まで

確実に救済することが求められている。 

 

（内線 3055） 
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